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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第56期

第２四半期
連結累計期間

第57期
第２四半期
連結累計期間

第56期

会計期間
自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日

自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日

自　令和３年４月１日
至　令和４年３月31日

売上高 (百万円) 8,062 8,054 16,337

経常利益 (百万円) 3,154 2,860 6,242

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 962 2,048 3,106

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,116 2,919 2,380

純資産額 (百万円) 94,360 97,607 95,148

総資産額 (百万円) 113,462 113,696 112,926

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 10.12 21.55 32.69

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 82.6 85.3 83.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 2,143 27 5,141

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △575 △1,187 △2,294

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △774 △659 △1,522

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

（百万円） 32,941 31,652 33,471
 

 

回次
第56期

第２四半期
連結会計期間

第57期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　令和３年７月１日
至　令和３年９月30日

自　令和４年７月１日
至　令和４年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 10.31 10.61
 

 (注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

　 しておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生はありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 財政状態及び経営成績の状態

当第２四半期連結累計期間(令和４年４月１日～令和４年９月30日)における当社グループの主力事業であります

不動産賃貸事業におきましては、東京都心部ではオフィスの需給は調整局面が続いており、空室率はわずかながら

悪化傾向が続き、賃料は小幅ながら下落トレンドにて推移しております。

 また、商業ビルにおきましては、個人消費は、新型コロナウイルスからの行動制限の緩和によって緩やかに回復

しておりますが、新型コロナウイルス感染症は未だ収束しておらず、また急速な円安の進行、世界的な原材料価格

の高騰等により物価の上昇が続いており、依然予断を許さない状況にあります。

　このような状況下、当第２四半期連結累計期間における売上高は8,054百万円(前年同四半期比0.1%減)、営業利

益は2,635百万円(前年同四半期比10.2%減)、経常利益は2,860百万円(前年同四半期比9.3%減)となり、親会社　　

株主に帰属する四半期純利益は2,048百万円(前年同四半期比112.9%増)となりました。

　セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

　不動産事業におきましては、当四半期におきましてもコロナ禍の影響による働き方の多様化等により、当事業で

の売上高は6,652百万円(前年同四半期比6.0%減)となり、営業利益は2,763百万円(前年同四半期比15.0%減)となり

ました。

　リネンサプライ及びランドリー事業におきましては、コロナ禍の影響により大口顧客先からの受注が、前年同四

半期の大幅な減少から持ち直しつつあり、売上高は600百万円(前年同四半期比52.0%増)となりましたが、営業損失

は50百万円(前年同四半期は148百万円の営業損失)となりました。

　その他におきましては、ビル管理関連事業では、請負工事の受注減により減収となりました。また、スポーツク

ラブ事業及び温浴施設事業では、前年同四半期はコロナ禍により臨時休業、時短営業を余儀なくされましたが、当

四半期では引き続きコロナ禍による影響は残るものの増収となりました。その結果、その他での売上高は801百万

円(前年同四半期比35.4%増)となり、営業損失は90百万円(前年同四半期は180百万円の営業損失)となりました。

 
当第２四半期連結会計期間末における財政状態は、次のとおりであります。

資産合計は、前連結会計年度末に比べ770百万円増加し113,696百万円となりました。主な増加は有形固定資産が

1,092百万円、投資有価証券が1,242百万円であり、主な減少は現金及び預金が1,818百万円であります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,688百万円減少し16,088百万円となりました。主な増加は繰延税金負債

が1,169百万円であり、主な減少は未払金が1,741百万円、未払法人税等が1,055百万円であります。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ2,458百万円増加し97,607百万円となりました。主な増加は、親会社株

主に帰属する四半期純利益2,048百万円及びその他有価証券評価差額金879百万円であり、主な減少は、剰余金の配

当475百万円であります。

　自己資本比率は、前連結会計年度末の83.7%から当第２四半期連結会計期間末は85.3%となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況の分析 　

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)の残高は、前第２四半期連結会

計期間末に比べ1,288百万円減少し31,652百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッ

シュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動により増加した資金は27百万円(前年同四半期比98.7%減)となりました。

 主な内訳は、増加要因として税金等調整前四半期純利益2,991百万円及び減価償却費792百万円であり、減少要因

として寄付金の支払額1,700百万円及び法人税等の支払額1,188百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動により支出した資金は1,187百万円(前年同四半期比106.4%増)となりました。

 主な内訳は、減少要因として有形固定資産の取得による支出1,221百万円であります。また、前第２四半期連結

累計期間との比較では611百万円多い資金の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動により支出した資金は659百万円(前年同四半期比14.9%減)となりました。

 主な内訳は、減少要因として配当金の支払額472百万円、長期借入金の返済による支出478百万円であります。ま

た、前第２四半期連結累計期間との比較では115百万円少ない資金の支出となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題　

ＴＯＣビル（東京都品川区西五反田７丁目22番所在。なお、ＴＯＣフロントビルも対象に含まれます。）の建替

えにつきましては、当初令和５年春頃の解体着工、令和９年の竣工を目途として建替え事業を進めてまいりました

が、世界的インフレを背景とする建設関連費用の高騰ならびに昨今のビル賃貸事業を巡る事業環境に鑑み、令和５

年３月末予定のＴＯＣビル閉館および令和５年春頃を目途としていた解体工事着工を当面（６ヶ月から１年程度）

順延することといたしました。解体工事着工までの期間は、現ＴＯＣビルの営業を継続致します。

新ＴＯＣビル計画に関しましては、不確実性の高い現在の経済環境および事業環境などを総合的に勘案し、当社

収益性の確保を重視しつつ早期着工に向け引き続き取り組んでまいります。

(4) 研究開発活動　

特記すべき事項はありません。

(5) 従業員の状況

当第２四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数に著しい増減はありません。

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。

(7) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画

から著しい変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 547,517,000

計 547,517,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(令和４年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(令和４年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 95,279,352 95,279,352
東京証券取引所

(スタンダード市場)
単元株式数は100株であります。

計 95,279,352 95,279,352 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

令和４年７月１日～
令和４年９月30日

― 95,279,352 ― 11,768 ― 9,326
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(5) 【大株主の状況】

令和４年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の総
数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ニュー・オータニ 東京都千代田区紀尾井町４－１ 21,251 22.36

有限会社大谷興産 東京都千代田区紀尾井町４－１ 14,615 15.37

株式会社オオタニ・ファンド 東京都品川区西五反田７丁目22－17 6,927 7.28

大成建設株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目25－１ 4,800 5.05

新菱冷熱工業株式会社 東京都新宿区四谷１丁目６－１ 4,466 4.69

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 4,405 4.63

有限会社大谷興産ＴＯ 東京都千代田区紀尾井町４－１ 3,784 3.98

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 2,812 2.95

株式会社日本カストディ銀行
(信託口４)

東京都中央区晴海１丁目８－12 2,288 2.40

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５－５ 2,130 2.24

計 － 67,480 71.00
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

令和４年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 239,500
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 94,958,000
 

949,580 ―

単元未満株式 普通株式 81,852
 

― ―

発行済株式総数 95,279,352 ― ―

総株主の議決権 ― 949,580 ―
 

 (注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式30株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

令和４年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社テーオーシー

東京都品川区西五反田
７丁目22－17

239,500 ― 239,500 0.25

計 ― 239,500 ― 239,500 0.25
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(令和４年７月１日から令和

４年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(令和４年４月１日から令和４年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(令和４年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(令和４年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 33,528 31,710

  受取手形及び営業未収入金 544 581

  商品及び製品 18 23

  仕掛品 30 28

  原材料及び貯蔵品 159 189

  その他 146 178

  貸倒引当金 △8 △7

  流動資産合計 34,419 32,702

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 23,565 23,639

   機械装置及び運搬具（純額） 394 362

   土地 29,235 29,932

   建設仮勘定 2,081 2,443

   その他（純額） 75 67

   有形固定資産合計 55,353 56,445

  無形固定資産   

   借地権 7,076 7,076

   施設利用権 17 17

   その他 36 30

   無形固定資産合計 7,131 7,125

  投資その他の資産   

   投資有価証券 15,262 16,504

   保険積立金 483 491

   繰延税金資産 5 5

   その他 270 420

   投資その他の資産合計 16,022 17,422

  固定資産合計 78,506 80,993

 資産合計 112,926 113,696
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(令和４年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(令和４年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 41 29

  短期借入金 800 799

  1年内返済予定の長期借入金 640 531

  未払金 2,143 401

  未払消費税等 234 144

  未払法人税等 1,259 204

  前受金 874 867

  賞与引当金 82 87

  資産除去債務 120 -

  その他 747 1,268

  流動負債合計 6,944 4,334

 固定負債   

  長期借入金 909 832

  長期預り保証金 8,041 7,228

  退職給付に係る負債 463 456

  資産除去債務 45 693

  繰延税金負債 1,109 2,279

  その他 264 264

  固定負債合計 10,833 11,753

 負債合計 17,777 16,088

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 11,768 11,768

  資本剰余金 9,326 9,326

  利益剰余金 68,705 70,277

  自己株式 △189 △173

  株主資本合計 89,610 91,198

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 4,950 5,830

  その他の包括利益累計額合計 4,950 5,830

 非支配株主持分 587 578

 純資産合計 95,148 97,607

負債純資産合計 112,926 113,696
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 令和３年４月１日
　至 令和３年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 令和４年４月１日
　至 令和４年９月30日)

売上高 8,062 8,054

売上原価 4,307 4,592

売上総利益 3,754 3,462

販売費及び一般管理費 ※１  821 ※１  827

営業利益 2,933 2,635

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 150 161

 助成金収入 63 28

 持分法による投資利益 10 18

 その他 13 30

 営業外収益合計 238 240

営業外費用   

 支払利息 10 8

 固定資産除却損 0 0

 その他 6 6

 営業外費用合計 17 15

経常利益 3,154 2,860

特別利益   

 投資有価証券売却益 - 131

 特別利益合計 - 131

特別損失   

 寄付金 ※２  1,700 -

 特別損失合計 1,700 -

税金等調整前四半期純利益 1,454 2,991

法人税、住民税及び事業税 1,069 171

法人税等調整額 △538 780

法人税等合計 531 952

四半期純利益 922 2,039

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △39 △8

親会社株主に帰属する四半期純利益 962 2,048
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 令和３年４月１日
　至 令和３年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 令和４年４月１日
　至 令和４年９月30日)

四半期純利益 922 2,039

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 193 879

 その他の包括利益合計 193 879

四半期包括利益 1,116 2,919

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,155 2,927

 非支配株主に係る四半期包括利益 △39 △8
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 令和３年４月１日
　至 令和３年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 令和４年４月１日
　至 令和４年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,454 2,991

 減価償却費 979 792

 投資有価証券売却損益（△は益） - △131

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 △1

 賞与引当金の増減額（△は減少） 5 5

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 17 △7

 受取利息及び受取配当金 △151 △162

 支払利息 10 8

 持分法による投資損益（△は益） △10 △18

 寄付金 1,700 -

 固定資産除売却損益（△は益） 0 0

 売上債権の増減額（△は増加） 129 △36

 棚卸資産の増減額（△は増加） △20 △32

 仕入債務の増減額（△は減少） △27 △12

 預り保証金の増減額（△は減少） △608 △240

 未払消費税等の増減額（△は減少） △3 △90

 その他 △373 △309

 小計 3,105 2,755

 利息及び配当金の受取額 158 169

 利息の支払額 △10 △8

 寄付金の支払額 - △1,700

 法人税等の支払額 △1,109 △1,188

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,143 27

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △25 △25

 定期預金の払戻による収入 25 25

 有形固定資産の取得による支出 △555 △1,221

 有形固定資産の除却による支出 - △120

 無形固定資産の取得による支出 △0 △6

 投資有価証券の取得による支出 △10 -

 投資有価証券の売却による収入 - 169

 保険積立金の積立による支出 △8 △8

 投資活動によるキャッシュ・フロー △575 △1,187
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 令和３年４月１日
　至 令和３年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 令和４年４月１日
　至 令和４年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △29 △0

 長期借入れによる収入 262 292

 長期借入金の返済による支出 △470 △478

 自己株式の取得による支出 △62 △0

 配当金の支払額 △472 △472

 財務活動によるキャッシュ・フロー △774 △659

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 794 △1,818

現金及び現金同等物の期首残高 32,146 33,471

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  32,941 ※１  31,652
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　該当事項はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　該当事項はありません。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 令和３年４月１日
至 令和３年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 令和４年４月１日
至 令和４年９月30日)

宣伝広告費 72百万円 73百万円

給与手当・福利費 256百万円 275百万円

賞与引当金繰入額 36百万円 40百万円

退職給付費用 6百万円 10百万円

事業税 97百万円 62百万円
 

 

※２　寄付金の内訳

前第２四半期連結累計期間（自　令和３年４月１日　至　令和３年９月30日）

西五反田地区の公共施設整備にかかる品川区への負担金の計上によるものであります。

当第２四半期連結累計期間（自　令和４年４月１日　至　令和４年９月30日)

該当事項はありません。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

　　　とおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 令和３年４月１日
至 令和３年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 令和４年４月１日
至 令和４年９月30日)

現金及び預金勘定 32,998百万円 31,710百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △57百万円 △57百万円

現金及び現金同等物 32,941百万円 31,652百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自　令和３年４月１日　至　令和３年９月30日)

1. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和３年６月29日
定時株主総会

普通株式 475 5.0 令和３年３月31日 令和３年６月30日 利益剰余金
 

 

2. 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和３年11月９日
取締役会

普通株式 475 5.0 令和３年９月30日 令和３年12月８日 利益剰余金
 

 

 3．株主資本の著しい変動

当社は、令和３年７月21日開催の取締役会決議に基づき、令和３年７月30日付で、自己株式8,600,000株の消却を実

施しております。この結果、当第２四半期連結累計期間において利益剰余金及び自己株式がそれぞれ6,758百万円減少

し、当第２四半期連結会計期間末において利益剰余金が67,035百万円、自己株式が189百万円となっております。

 
当第２四半期連結累計期間(自　令和４年４月１日　至　令和４年９月30日)

1. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和４年６月29日
定時株主総会

普通株式 475 5.0 令和４年３月31日 令和４年６月30日 利益剰余金
 

 

2. 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和４年11月８日
取締役会

普通株式 475 5.0 令和４年９月30日 令和４年12月８日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 令和３年４月１日 至 令和３年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 報告セグメント
その他
(注) １

合計
調整額
(注) ２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ３

 不動産事業
リネンサプラ
イ及びランド
リー事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 7,075 395 7,470 591 8,062 ― 8,062

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

276 9 286 31 317 △317 ―

計 7,352 405 7,757 623 8,380 △317 8,062

セグメント利益又は
損失（△）

3,250 △148 3,102 △180 2,921 11 2,933
 

 (注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ビル管理関連サービス事業、製

薬事業、スポーツクラブ事業及び温浴施設事業等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額11百万円には、セグメント間取引消去10百万円、減価償却の調整額

0百万円が含まれております。

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 令和４年４月１日 至 令和４年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 報告セグメント
その他
(注) １

合計
調整額
(注) ２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ３

 不動産事業
リネンサプラ
イ及びランド
リー事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 6,652 600 7,253 801 8,054 ― 8,054

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

320 17 338 34 373 △373 ―

計 6,973 618 7,591 836 8,427 △373 8,054

セグメント利益又は
損失（△）

2,763 △50 2,713 △90 2,623 11 2,635
 

 (注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ビル管理関連サービス事業、製

薬事業、スポーツクラブ事業及び温浴施設事業等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額11百万円には、セグメント間取引消去10百万円、減価償却の調整額

0百万円が含まれております。

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 各報告セグメントの売上高と、地域別に分解した売上高との関連は以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間(自 令和３年４月１日 至 令和３年９月30日)

  (単位：百万円)

 

 報告セグメント
その他
(注) １

合計
不動産事業

リネンサプライ
及びランドリー

事業
計

東京都品川区 549 ― 549 150 699

東京都江東区 277 ― 277 ― 277

東京都台東区 185 ― 185 263 448

その他 17 395 412 178 591

顧客との契約から生じる収益 1,030 395 1,425 591 2,017

その他の収益 (注) ２ 6,044 ― 6,044 ― 6,044

外部顧客への売上高 7,075 395 7,470 591 8,062
 

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ビル管理関連サービス事業、製薬

 事業、スポーツクラブ事業及び温浴施設事業等を含んでおります。

   ２ 「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　平成19年３月30日）の範囲に

 含まれるリース取引による収益です。

 

当第２四半期連結累計期間(自 令和４年４月１日 至 令和４年９月30日)

  (単位：百万円)

 

 報告セグメント
その他
(注) １

合計
不動産事業

リネンサプライ
及びランドリー

事業
計

東京都品川区 594 ― 594 134 729

東京都江東区 263 ― 263 ― 263

東京都台東区 172 ― 172 461 633

その他 0 600 601 204 805

顧客との契約から生じる収益 1,031 600 1,631 801 2,432

その他の収益 (注) ２ 5,621 ― 5,621 ― 5,621

外部顧客への売上高 6,652 600 7,253 801 8,054
 

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ビル管理関連サービス事業、製薬

 事業、スポーツクラブ事業及び温浴施設事業等を含んでおります。

   ２ 「その他の収益」は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　平成19年３月30日）の範囲に

 含まれるリース取引による収益です。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和４年４月１日
 至　令和４年９月30日)

１株当たり四半期純利益 (円) 10.12 21.55

 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益 (百万円) 962 2,048

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益 (百万円)

962 2,048

普通株式の期中平均株式数 (株) 95,076,221 95,027,399
 

 (注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

令和４年11月８日開催の取締役会において、令和４年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次の

とおり第57期の中間配当を行うことを決議いたしました。

①　中間配当金の総額                               475百万円

②　１株当たりの中間配当金      　          　　     5.0円

③　支払請求権の効力発生日並びに支払開始日 　令和４年12月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

令和４年11月９日

株式会社テーオーシー

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

東京事務所          

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂 　 本　　　一 　 朗  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 神　　 代   　　 勲  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テー

オーシーの令和４年４月１日から令和５年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（令和４年７月１日

から令和４年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（令和４年４月１日から令和４年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テーオーシー及び連結子会社の令和４年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

　ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

　される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

　められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

　当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

　いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

　において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

　注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

　いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

　企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

　成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

　財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

　信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

　査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

　監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
 

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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